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本日、平成 29 年第 1 回市議会定例会を招集いたしま

したところ、議員各位にはご健勝にてご出席を賜り厚く

お礼を申し上げます。 

 開会にあたり、まずはお許しをいただき、新たな任期

のはじまりとして、市政運営についての所信を申し述べ、

議員各位をはじめ市民の皆様のご理解とご支援を賜り

たいと存じますとともに、平成 29 年度の主な取り組み

方針等についてご説明申し上げます。 

 

 私は、これまでの 4 年間、市民皆様の負託に応えられ

るよう、市民皆様の声に真摯に耳を傾け、経営感覚を持

って、市民の視点・立ち位置で一つひとつの課題に正面

から向き合い、市政運営に取り組んでまいりました。 

また、この間、合併特例期限を意識し、さらには地方

創生への動きにより地域間競争が本格化した中で、安定

した行財政運営を基本として、子育て世帯への経済的支

援、企業誘致、産業育成の支援等の強化など、市勢発展

の可能性を高める施策へ取り組んでまいりました。 
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しかしながら、まだまだ課題は多く、実現に届かなか

った政策も多くあり、雲仙市の未来を創る政策に自らの

手で取り組みたいとの思いで、2 期目の立候補を決意し、

無投票での再選をさせていただきました。 

この結果は、これまでの取り組みが市民の皆様に一定

評価をいただき、「あと4年、市の発展のために頑張れ！」

との期待につながったものと重く受け止め、今後におき

ましても、市民の皆様の期待や要望に最大限に応え、ま

た、雲仙市民として誇りを持っていただけるよう、全身

全霊で職務を務めさせていただく所存であります。 

現在、本市をはじめとする地方を取り巻く社会情勢は、

経済の活性化、人口減少問題の克服など、様々な課題が

山積しており、大変厳しい状況にあります。また、政治、

経済、地域等におきましても、目まぐるしい状況で変化

しております。 

特に、昨年 10 月に発表された平成 27 年国勢調査の確

定値では、本市の人口は 4 万 4，115 人と発表され、平

成 27 年に策定した雲仙市人口ビジョンにおける予想よ
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りもさらに人口減少が進んでいる結果となりました。 

一方、雲仙市の財政状況は、自主財源の割合が低く、

また、平成 28 年度からは普通交付税算定の合併特例措

置の縮減が始まっており、以降 5カ年で急激な歳入減が

見込まれております。人口減少等の影響により市税等の

増収が困難な中、扶助費をはじめとする社会保障関連費

の割合は今後も増加が予想されるなど、本市の財政状況

は依然として厳しい状況にあると言えます。 

このような中においても、雲仙市がさらに飛躍するた

めには、これまでの歩みを止めること無く市民の視点・

立ち位置での市政を推進するとともに、最小限の行政コ

ストで最大限の行政サービスを基本として新たな政策

にも着手する必要があります。 

私は、これまで 4 年間で蓄積した力を、これからの市

政運営の推進力として、今後 4 年間で取り組む雲仙市の

未来のチカラを創る 6つのプロジェクトとして整理いた

しました。 

まず 1 点目として、道路整備についてでありますが、
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地域高規格道路島原道路の早期完成、及び国道 57 号の

愛野町から小浜町へのバイパス整備を含む 4 車線化は、

本市の防災面や流通の確保、交流人口の拡大などの効果

を発揮するうえで重要な課題であります。今後、市内の

重要な幹線道路の整備を推進し、『暮らしと経済の大動

脈となる「道路ネットワーク」の構築』の実現に向けた

取り組みを一層強化してまいります。 

2 点目として、本市の基幹産業の一つであります農業

に関しましては、現在、農作業の効率化と経営の安定化

などを目的に農地整備事業に取り組んでおりますが、3

地区の大型農地整備事業に併せ小規模団地の農地整備

の推進を図り、様々な農業体系に即した、競争力のある

付加価値の高い農業を応援してまいります。また、林業

においては森林、木材の有効活用を推進します。水産業

にあっては、水域の環境向上と漁港施設の整備を推進し、

水産物の安定供給体制を構築してまいります。 

このような取り組みにより、本市を『国内屈指の「食

の王国」』として確立する礎を築いてまいります。 
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3 点目として、観光についてであります。本市は、日

本初となる国立公園、ジオパーク、また温泉や四季折々

の素晴らしい景観などに恵まれておりますが、宿泊客な

どの観光客が伸び悩んでおります。そのため、国内外の

観光市場を徹底的に調査し、長期展望を見据えた計画づ

くりなどにも着手するなど、外国人観光客の誘致を含め、

ターゲットに応じた情報発信や魅力的な観光商品の提

供に努めてまいります。さらに、大規模施設となる旅

館・ホテルの耐震化についても、可能な限りの支援を講

じ、安全な観光地づくりと観光活性化に取り組みたいと

考えています。このような取り組みにより『自然、食、

歴史・文化を満喫できる「国際色豊かな観光のまち」づ

くり』に向けて観光業の活性化を目指してまいります。 

4 点目は、エネルギー分野であります。既に半島 3市

により島原半島エコプロジェクトに取り組んでおりま

すが、本地域の再生可能資源量は大変高いポテンシャル

を有していることから、これらの資源を活用したエネル

ギーの地産地消に取り組み、ひいては地球温暖化防止の
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ため CO2削減にも努めてまいります。また、発電関連企

業等の誘致や雇用の創出につなげ、市民の暮らしや経済

の活性化など、最終的には市民生活へ還元できる状態を

目指したいと思っております。この取り組みを加速する

ことにより『雲仙市の新しい顔となる「再生可能エネル

ギーのまち」』を目指してまいります。 

5 点目として、昨年 4 月に発生した「平成 28年熊本地

震」を教訓として、夜間など、行動が制限される時間帯

で発生する台風、大雨、地震といった性質の異なる災害

発生時において、市民の安全確保対策と地域における自

主防災組織の支援策を強化し、『あらゆる災害から「市

民の生命と財産を守る」』雲仙市の防災危機管理体制の

確立を図ってまいります。 

最後に、雲仙市における地方創生の確立に向け、地域

課題の一つひとつを丁寧に解決するとともに、『子育て

環境の整備や、休日・時間外での市役所サービスの提供

など、「暮らしの質を高めるまちづくり」』に取り組み、

市民満足度の向上を図ってまいります。 



 7

このプロジェクトは、平成 29 年度を始期とする第 2

次雲仙市総合計画と連動して取り組むよう考えており

ますが、市民の皆様はもとより全国の皆様から雲仙市を

評価していただくためにも、新たな切り口をもって、ま

た、職員と一緒になって、本市の財産である市民力、資

源、風土に加え、本市のブランド力などの価値を再認識

し、市民の役にたつ政策の研究を進め、雲仙市ならでは

のまちづくりの構築に向け取り組んでまいりたいと思

っております。 

そのため、市職員に対しましては、目まぐるしく変化

する社会情勢と、喫緊の課題である人口減少問題の克服、

地域経済の活性化策など、激化する地域間競争の中にお

いて、本市が基礎的自治体として、市民の期待や要望に

最大限応えなければならない旨の話をいたしました。 

その際、4 年前に私が市長に就任したときに指示いた

しました「嘘をつかない」こと「悪い情報ほど一刻も早

く、ありのままを私に伝える」こと「仕事の優先順位を

付けて無駄を省く」ことの 3 点に、今回、「想定外を無
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くす努力と、市民にとって最良の結果を残す努力を重ね

ていただきたい」こと、「働き方改革により、家庭、地

域、職場において良好な環境と、健全な心身を保ってい

ただきたい」ことを新たに加え、直面する課題等の一つ

ひとつについて、長期的・多面的に本質を見出し、市民

のため、雲仙市のためを旨に、丁寧に業務に取り組むよ

う求めております。 

雲仙市の未来が確かな発展を遂げることができるよ

う、職員と心を一つに合わせ、全庁一丸となって様々な

課題解決、そして政策立案に向けて全力を尽くしてまい

りますので、議員各位並びに市民の皆様には、より一層

のご支援ご協力を賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

 以上、市長就任 2 期目となる市政運営についての所信

について申し上げましたが、次に、市の最上位計画とな

る「第 2 次雲仙市総合計画」の策定及び、平成 29 年度

当初予算の概要についてご説明申し上げます。 

＜第 2次雲仙市総合計画について＞ 
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平成17年10月11日に7つの町の合併により誕生した雲

仙市は、新市建設計画を踏まえて策定された雲仙市総合

計画に基づき、これまでの旧町のまちづくりを尊重し、

また、一体感の醸成を図りながら、各施策に取り組み雲

仙市としての礎を築いてまいりました。 

平成28年度に、第1次となる総合計画の計画期間が終

了することから、昨年、議決いただきました平成38年度

を目標とする「基本構想」と、「雲仙市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」を踏まえ、平成33年度までに基本構

想に基づき取り組む具体的な施策の内容や達成目標等

を体系的に示す基本計画で構成する「第2次雲仙市総合

計画」を策定いたしました。 

新たな将来像となる「“つながり”で創る 賑わいと

豊かさを実感できるまち」の実現に向け、市民の皆様と

行政が協働し、一丸となって様々な課題解決に向け取り

組んでいくことが重要であることから、4月には、市内

全世帯に概要版を配付することとしております。 
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今後、市民視点を踏まえた事業の効果検証を定例的に

行うPDCAサイクルを確立し、目標達成に向けた進捗管理

と効率的・効果的な施策の展開による実効性の高い事業

実施体制を構築し、本計画で取り組むまちづくりを実現

してまいります。 

 

＜平成 29 年度当初予算案について＞ 

一般会計の予算額でございますが、279億 3，925 万円

で、前年度に比べ、2．4％の増となっており、特別会計

及び企業会計を含めた全会計合計は、397億 4，082 万 7

千円で、前年度に比べ、1．5％の増となっております。 

国の経済・財政状況におきましては、経済財政運営の

根幹である「経済財政運営と改革の基本方針 2016」の中

で、国内経済も個人消費や設備投資等の民需に力強さを

欠いた状況であり、その背景となる人口減少や高齢化等

の課題への取り組み、需要の拡大が重要とされ、加えて、

経済再生と財政健全化の双方を一体として実現するこ

とが重要であると示されております。 
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本市における予算編成につきましては、国・県の動向

などを十分に注視することはもとより、これまで実施し

てきた市の施策や事業の重要性・効果等を十分に検証し、

市民満足度をより高める効率的な事業の実施等を目指

しながら、優先すべき事業の重点化を図ること、また、

併せて平成 28 年度から始まりました普通交付税の合併

算定替えの段階的縮減を踏まえ、特例措置が終了する平

成 33 年度の本市の財政規模を見据えながら、新たに策

定した中期財政計画に基づき、将来にわたって健全な財

政運営が可能となるよう、予算編成を行ったところでご

ざいます。 

 

それでは、平成 29 年度における主な取り組みについ

て、「第 2 次雲仙市総合計画」の 5 つの基本方針に沿っ

て、ご説明いたします。 
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基本方針 1 暮らしと安心 

○『出会い・結婚・移住・定住』の分野について 

出会い・結婚の支援につきましては、市内で活動する

婚活支援団体と連携し、婚活イベントや婚活支援講座な

どの情報をメールマガジン等により発信するとともに、

県の「お見合いシステム」を活用することにより出会い

の場を増やすなど、独身男女の結婚の希望を叶える取り

組みを強化してまいります。 

定住促進対策事業につきましては、空き家リフォーム

補助金の交付対象者がローンの金利優遇措置を受けら

れる「空き家利活用促進に関する覚書」を十八銀行及び

親和銀行と締結したところでありますが、空き家リフォ

ームに対する補助の交付対象者を県外からの移住者を

市外からの移住者に拡充いたします。また、都市部で開

催される移住相談会へ積極的に参加するとともに、県及

び県内市町で東京都及び県庁内に設置した移住サポー

トセンターを活用することにより、移住に関する情報発

信の機会を増やし、併せて雲仙市の生活を体験できるお
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試し住宅の活用促進や移住相談について、地域おこし協

力隊の活動と連携しながら、移住対策の強化を図ってま

いります。 

さらに、県において策定された「長崎県版 CCRC基本

指針」を参考として、まずは、庁内で検討組織を立ち上

げ、本市の財産である豊かな自然、景観、風土を最大限

活用した高齢者の移住対策について検討を進めてまい

ります。 

 

○『子育て支援』の分野について 

母子の健康づくりにつきましては、妊娠期から子育て

期の切れ目ない支援を行うため、これまでの保健師等に

よる妊娠期の相談や乳児家庭の全戸訪問に加え、新たに

出産直後に助産師の訪問支援を行う産後訪問ケア事業

を実施するなど、よりきめ細やかな支援体制の充実を図

ってまいります。 

子育て支援につきましては、保護者が仕事等により昼

間家庭に居ない児童への対応を図るため、南串山地区に
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おいて、新たに放課後児童健全育成事業の推進を図り、

子育て支援環境の充実に取り組んでまいります。 

妊娠・子育てに関する経済的負担の軽減につきまして

は、これまでの特定不妊治療を行っている夫婦の治療費

助成、第 2 子以降の保育料無料化及び対象を拡充した福

祉医療費等の制度に加え、新たに、放課後児童クラブを

利用するひとり親家庭への補助を行う、母子家庭等児童

助成事業に取り組んでまいります。 

保育サービスの充実につきましては、病児・病後児保

育事業を行う施設の拡充を図り、子育て世代が生活と仕

事を両立できる環境づくりに取り組んでまいります。。。。 

 

○『地域福祉・高齢者福祉』の分野について 

地域福祉につきましては、地域住民同士がお互いに支

え合い、助け合いながら、安心して暮らすことができる

地域社会を構築するため、市民、福祉関係者、行政の協

働による「地域ふれ愛ささえ愛事業」を引き続き推進し、

地域支援グループの拡大に向け取り組んでまいります。
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また、高齢者等見守り活動の推進につきましては、新た

に、徘徊の症状がある高齢者等を見守るためのステッカ

ー配付に取り組んでまいります。 

介護施設サービスの充実につきましては、事業者が行

う小規模特別養護老人ホームの施設整備費及び施設の

開設準備費に対する支援を図り、今後の介護ニーズの増

加に対応できる体制づくりを推進してまいります。 

なお、本市の高齢化率は全国平均よりも早いペースで

進んでいることにも鑑み、高齢者が住み慣れた地域でい

くつになってもいきいきと暮らせる福祉のまちづくり

の確立に向け、平成30年度を始期とする「第5期高齢者

福祉計画」の策定に取り組んでまいります。 

 

○『障がい者福祉』の分野について 

障がい者の社会参画の促進につきましては、昨年度拡

充した障害者職場実習促進事業や障害児通所給付事業、

特別支援学校への通学支援を継続して行い、障がいのあ

る人や障がい児の保護者等の経済的負担の軽減と自立
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更生の促進に取り組んでまいります。また、障がい者の

日常生活への支援として、新たに人工内耳購入等にかか

る給付に取り組んでまいります。なお、障がい者が住み

慣れた地域で、安心して暮らせる地域社会を育むことを

目的とし、平成30年度を始期とする「第3期障害者計画

及び第5期障害福祉計画」の策定に取り組んでまいりま

す。 

 

○『健康・医療体制』の分野について 

集団健診や個別健診につきましては、受診される方々

にとって受診しやすい体制の整備を目指し、日曜健診を

実施するなど、引き続き受診率の向上に取り組むととも

に、生活習慣病の発症予防、重症化予防対策につきまし

ては、地元医師会と連携した個別指導や健康教室を実施

することにより、高血圧・糖尿病・慢性腎臓病などへの

対策に取り組んでまいります。 

 在宅医療の推進につきましては、関連情報を整理した

「在宅医療資源ガイド」を作成し、関係者へ配付するこ
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とにより、在宅医療を希望する方々への支援を図るとと

もに、雲仙市在宅医療・介護連携推進協議会において課

題や対応策の検討を行い、関係者の連携強化及び情報の

整理・共有を図りながら、市民の皆様へ在宅医療の普及

啓発に努めてまいります。また、在宅医療と介護に関す

る市民の意識や要望等を把握し、今後の在宅医療・介護

連携の強化を図るため、市民のニーズ調査に取り組んで

まいります。 

雲仙・南島原保健組合において新たに整備される公立

新小浜病院につきましては、地域の中核を担う医療機関

として、医療を安定的かつ継続的に提供していけるよう、

構成市である南島原市と連携し取り組んでまいります。 

 

○『暮らしの安全確保』の分野について 

地域防災体制の強化につきましては、夜間などの行動

が制限される時間帯に災害が発生した場合、地域での

「自助・共助」の働きが重要になってくることから、自

主防災組織の機能強化に向けた支援を行うとともに、地
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域防災計画の見直し、有事の際の業務継続計画の策定、

罹災証明書の早期発行のための被災者支援システムの

導入及び防災対策室の機能充実などを行ってまいりま

す。さらに、災害に対する備えや市民の意識向上を図る

ため、防災関係機関と連携し、地震による大規模災害を

想定した防災訓練を実施してまいります。 

また、雲仙市全体の救急・消防力の強化につきまして

は、雲仙市消防力向上対策検討委員会の答申を踏まえ、

関係機関と協議してまいります。 

防犯対策の充実につきましては、今後も自治会と連携

し防犯灯の LED化を促進することにより、防犯のまちづ

くりを推進してまいります。 

消費者保護につきましては、年々、手口が複雑かつ巧

妙化している悪質商法等により、消費者がトラブルに巻

き込まれる危険性が高まっており、特に、高齢者が被害

に遭いやすい傾向にあることから、引き続き警察、市社

会福祉協議会など関係機関との連携を図るとともに、高

齢者を対象とした出前講座の実施、情報提供や啓発活動
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及び消費生活相談体制の充実により消費者被害の未然

防止を図ってまいります。 

 

基本方針 2 産業と交流 

○『農業』の分野について 

担い手の確保・育成対策につきましては、意欲的な担

い手を確保するため、新規就農者の支援を行う新規就農

総合支援事業に引き続き取り組むとともに、市内の小中

学校の児童生徒に対し、食育活動を通じて農林水産業の

素晴らしさを伝え、将来、本市の基幹産業である農林水

産業を職業として選択する子ども達の確保に向け未来

の担い手事業に取り組んでまいります。 

また、中山間地域における農業所得の向上に向けた取

り組みを支援する地域おこし協力隊を新たに募集し、隊

員と地域が連携して課題解決を図り、地域活性化に取り

組んでまいります。 

集落営農組織の育成対策につきましては、高齢化が進

んでいる地域において遊休農地の増加が懸念されてい
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ることから、集落営農組織の育成や法人化を進め、農業

の効率化と多角化による経営の安定化を図ってまいり

ます。 

農業生産基盤の整備につきましては、平成 29 年度に

桃山田地区及び宮田地区の2地区が新規採択予定であり、

残る岡南部地区につきましても、平成 30 年度の事業採

択に向けて、県及び地元関係者との連携を図りながら、

さらに強力な推進体制を構築するとともに、計画的な事

業遂行のための予算確保について、国及び県に対する積

極的な要望活動を展開してまいります。併せて、中山間

地など小規模団地の農地整備に取り組み、全市的な農業

生産基盤の強化を図ってまいります。 

優良農地の確保対策につきましては、農地中間管理事

業を介した担い手への農地の利用集積を推進するとと

もに、荒廃農地の再生利用に向けて推進してまいります。

また、有害鳥獣被害防止対策の対象鳥獣にアナグマ・ア

ライグマを追加し支援を行い、農作物被害の削減を図っ

てまいります。 
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生産性向上とコスト縮減対策につきましては、情報技

術の利活用や高性能農業機械の導入により、一層の労力

軽減を図るとともに、品質の向上と生産コスト縮減に向

け、高品質の品種や品質向上に資する資材をはじめ、省

エネルギー技術の導入を推進してまいります。 

優良畜産物の生産性向上につきましては、和牛主体の

肉用牛の生産拡大及び地域一貫生産体制による和牛改

良等を進め品質の高い畜産物の産地形成を目指してま

いります。また、家畜防疫体制につきましては、畜産農

家等との連携を強化し、安全・安心な畜産物の生産に取

り組んでまいります。 

 

○『林業』の分野について 

担い手の確保・育成と経営支援につきましては、森林

施業の集約化や森林整備に取り組む林業事業体への支

援を図るとともに、生産基盤の整備につきましては、簡

易で耐久性のある路網の開設を推進してまいります。 

森林資源の育成・確保につきましては、間伐を中心と
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した森林整備を推進するとともに、森林資源の循環的な

利用を図るため、伐採後の森林への植林を推進し、健全

な森林資源の維持に努めてまいります。 

また、保安林における山崩れ等の災害防止と水源涵養

等の機能保全のための治山事業を推進し、併せて地域住

民や森林所有者等が協力して行う里山林の保全管理や、

森林資源の利活用を目的とした活動を支援してまいり

ます。 
 

○『水産業』の分野について 

水産業につきましては、漁業協同組合ごとに漁業所得

等の増加を目的として策定されました、「浜の活力再生

プラン」及び橘湾岸の5つの組合が連携して取り組む「橘

湾浜の活力再生広域プラン」を基に、生産環境の整備と

付加価値向上による持続可能な水産業の確立を目指す

組合や漁業者の取り組みを支援してまいります。 

担い手の確保・育成と経営支援につきましては、新規

漁業就業者の発掘と受入体制を整備するとともに、研修
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制度を充実することで地域に蓄積した漁業の技術や知

識を伝承し、後継者の育成を図ってまいります。 

生産環境の整備につきましては、漁業者が取り組む覆

砂や、藻場の保全活動を支援するとともに、海底耕耘や

堆積物除去の取り組みを支援してまいります。併せて、

漁業経営の見直しにより、生産性・収益性の向上を図っ

てまいります。 

水産資源の維持・保全につきましては、魚類資源の回

復を図るための種苗放流事業を支援するとともに、市場

価格の高い新魚種の魚類養殖の可能性を探り、安全で高

品質な生産物の供給体制を目指してまいります。 

漁港施設の整備につきましては、南串山京泊漁港にお

きまして、水揚げされた漁獲物の運搬、漁業用資材の搬

入をスムーズに行うための臨港道路や、漁業者の作業効

率向上に資するための浮桟橋の整備に向けた測量・設計

等に着手いたします。また、市内の各漁港施設の維持管

理支援と長寿命化につきましては、引き続き機能診断を

実施し、漁港施設の機能保全計画を策定いたします。 
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諫早湾干拓事業潮受堤防排水門の問題につきまして

は、1 月 27 日に改めて長崎地方裁判所から和解案が勧告

され、2 月 24 日の和解協議に向け各関係機関において検

討がなされていると伺っております。今後も、様々な動

向に注視していくとともに、市としましては、市民の安

心・安全、雲仙市の農業・漁業を守ることを第一に考え、

長崎県及び諫早市と連携を図りながら対応してまいり

ます。 

 

○『物産ブランド』の分野について 

物産販売の促進につきましては、ふるさと応援寄附制

度を活用し、本市の特産品の情報発信を行うとともに、

大都市圏を中心とした物産展・商談会や、県のアンテナ

ショップ「日本橋 長崎館」の活用により、「雲仙ブラ

ンド」や「うんぜん逸品」を中心とした、雲仙市の特徴

ある農畜水産物や魅力あるこだわりの商品を、多くの消

費者の皆様に対して PR し、販売促進を図ってまいりま

す。併せて、都市部のバイヤーなどを招聘し、市内の生
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産者や製造・加工業者の方々との商談の機会を創出し、

販路拡大による所得向上を図ってまいります。 

また、私自身もトップセールスとして、積極的に様々

な市場や新たな企業等を訪問し、引き続き雲仙市の特産

品をセールスしてまいります。 

 

○『商工業・企業誘致・新産業』の分野について 

商工業の振興につきましては、本市の中小企業の振興

を総合的に推進するため、本議会に上程しております

「雲仙市中小企業振興基本条例（案）」の制定により、

本市経済の振興及び市民生活の向上を図ってまいりま

す。 

地場産業・商業の振興につきましては、経営基盤の安

定化、経営の持続化を目指し、設備資金・運転資金の融

資及び利子の助成制度の利用促進を図ることにより、収

益力の向上に努めるとともに、雲仙市商工会との連携に

よる商工業活性化推進事業の周知を強化し、より多くの

事業者に対して空き店舗等を活用した新規出店の促進
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や、持続化支援に取り組んでまいります。 

就職支援・職場環境づくりにつきましては、国・県と

連携を図りながら、合同企業面談会の実施や地元事業所

を PRする地元企業ガイドブックの作成等を行い、市内

への就職支援、労働力の確保、ひいては若者の定住促進

に努めてまいります。また、「魅力ある職場づくり支援

事業」を引き続き実施し、企業活動に必要な研修や資格

取得を促進し、企業の収益性の向上と魅力アップを進め、

職場定着率の向上を図ってまいります。 

企業誘致につきましては、雲仙市企業立地推進方針に

基づき、本市の自然環境や地域資源を最大限に活かした

食品関連産業や産業用機械関連産業、エネルギー・環境

関連産業、物流関連産業などの企業誘致に強力に取り組

んでまいります。 

 

○『観光・交流』の分野について 

観光振興につきましては、島原半島内に、国立公園、

世界ジオパーク、世界遺産候補地といった魅力的な観光
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素材が集積しており、島原半島観光連盟、島原半島ジオ

パーク協議会等と連携するとともに、島原半島三市が一

体となって観光誘客に取り組み、持続的な地域経済の発

展につなげてまいります。また、観光分野を専門にした

地域おこし協力隊を募集し、新たな視点・発想をもとに

地域と連携して、観光素材の発掘と情報発信に取り組ん

でまいります。 

なお、観光振興に関する仕組みや組織の育成・強化に

つきましては、島原半島観光連盟の組織体制や機能を強

化することを目的に現在、島原半島三市や関係団体にお

いて、議論を進めているところでありますが、観光産業

の活性化に向け、より効率的・効果的な事業を構築でき

るよう、引き続き協議してまいります。 

また、熊本地震発生以降、九州ふっこう割や長崎デス

ティネーションキャンペーンが展開されてきましたが、

観光客数は前年割れが続いている状況であることから、

観光客の増大と市内周遊を促進し、観光産業の活性化に

つなげてまいります。併せて、海外からの誘客対策とし
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ましては、これまでの東アジアの国々に加え、新たに、

東南アジアからの旅行者に対しても重点的にプロモー

ションを実施し、情報発信の強化に取り組んでまいりま

す。 

なお、九州新幹線西九州ルートの平成 34 年度開業を

視野に、新しく整備される諫早駅における観光情報の発

信について関係市と協議を進めてまいります。 

宿泊施設整備への支援につきましては、不特定多数の

方が利用する大規模建築物の安全面の強化に向けた耐

震化への支援に引き続き取り組んでまいります。 

交流事業につきましては、韓国求礼郡との姉妹結縁締

結 10周年という節目を迎えることから、求礼郡で開催

される記念式典を通じ、両都市の友好関係を深めるとと

もに、相互交流による人材育成を図ってまいります。 

 

基本方針3 社会基盤と環境 

○『道路・公共交通』の分野について 
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県央地域と島原半島を結ぶ地域高規格道路｢島原道

路｣につきましては、地域振興や救急医療体制強化を支

援する重要な道路であり、吾妻愛野バイパスにつきまし

ては、平成 29 年度完成を目標として工事が進められて

おりますが、瑞穂町から吾妻町までの 6km区間の早期完

成と未着手区間である島原市有明町から瑞穂町までの

9km区間の早期事業化を目指し要望活動に取り組んでま

いります。 

愛野町から小浜町までの道路整備につきましては、防

災面や流通の確保が喫緊の課題であることから、中長期

的にはバイパス整備を含む国道 57号の 4車線化と、早

期には国道 57号の現道改良による機能強化を目指し要

望活動に取り組んでまいります。 

国道 251号の越波対策につきましては、県の道路災害

防除事業として、瑞穂町西郷港から国見町長浜海水浴場

間、南串山町赤間から南島原市加津佐町権田間の 2区間

において工事が進められているところでございますが、
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早期完成に向け引き続き要望活動に取り組んでまいり

ます。 

市道につきましては、地域における最も重要な交通基

盤であるため、市民生活に沿った改良工事と橋梁、舗装

など道路施設の老朽化に伴う修繕、補修工事を両輪に位

置付け、地域性や緊急性等を考慮し計画的に整備を進め

てまいります。なお、旧町から引き継いだ事業につきま

しては、早期完成を目指し取り組んでまいります。 

公共交通につきましては、市民の日常的な生活の移動

手段を維持するために、引き続き路線バスや鉄道事業の

支援に取り組むとともに、県、島原半島 3市及び諫早市

の関係機関で構成している九州新幹線西九州ルート県

南地域活性化協議会において策定する広域的な二次交

通体系の再編計画等に基づき、今後、地域住民の生活交

通の確保と観光客の利便性の向上に取り組んでまいり

ます。 

 

○『社会基盤』の分野について 
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住環境の整備につきましては、昨年発生した熊本地震、

鳥取地震等により市民の建物等の安全性に対する関心

が高まり、相談件数が増加していることから、引き続き

地震等の災害に強い住宅及び建築物を目指し、耐震診断

や改修工事費補助制度の周知に努めながら、耐震性の向

上に取り組むとともに、老朽危険空家への対策につきま

しては、除却費用の一部補助制度の周知に努めながら、

良好な住環境の保全に取り組んでまいります。 

市営住宅につきましては、各戸に設置しております住

宅用火災報知機の更新に取り組んでまいります。また、

本議会に関係する条例の一部改正案を上程しておりま

すが、雲仙市教職員住宅については、現在の利用状況を

踏まえ、一部の教職員住宅を市営住宅として用途変更を

行うとともに、若い世代などの単身者が市内へ住んでい

ただけるよう、市営住宅の一部において入居者資格条件

を緩和し、安定した住環境の提供を図ってまいります。 

河川につきましては、流域に集落を抱えた河川を中心

に、老朽化した護岸の改修や未整備区間の整備を計画的
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に進めてまいります。 

自然災害対策につきましては、河川・急傾斜地等の危

険箇所の施設整備を行うとともに、維持管理を適正に行

い、被害の防止、減災に努めてまいります。なお、1 級

河川山田川につきましては、県事業として、現在、新田

堰の整備に着手し、竣工後に船津橋の架け替え工事等が

予定されておりますが、予定されている全事業の早期完

成に向け要望活動に取り組んでまいります。 

漁港海岸保全施設の整備につきましては、台風時等の

高潮から地域住民の生命・財産を守るため、現在南串山

町において取り組んでいる赤間漁港海岸高潮対策事業

の平成 30 年度の完成に向け、着実な整備に取り組んで

まいります。 

雲仙市の景観まちづくりにつきましては、本市ならで

はの景観を守り育てるとともに、景観資源を活用したま

ちづくりを推進するため、新たに景観に関する講演会の

実施や、雲仙市の優れた景観の選定に取り組んでまいり

ます。 
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○『上下水道』の分野について  

 水道事業につきましては、水道施設の計画的な更新、

改修及び適正な維持管理を行い、安全で美味しい水の安

定的な供給を図ってまいります。 

下水道事業につきましては、生活環境の改善と公衆衛 

生の確保及び公共用水域の水質保全のため、公共下水道

全体計画の策定により、下水道施設の予防保全による長

寿命化のための定期的な点検及び調査箇所の設定を行

い、施設の適正な維持管理と接続推進に努めてまいりま

す。なお、築30年を超える雲仙浄化センターの長寿命化

対策と耐震補強化対策による施設の改築更新に向け実

施設計を行ってまいります。また、下水道等区域以外に

つきましては、浄化槽の普及に努め環境整備を図ってま

いります。 

下水道使用料につきましては、雲仙市水道料金及び下

水道使用料審議会の答申に基づき、不均一な下水道料金

の格差是正に向け取り組んでまいります。 
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○『情報化・先端技術』の分野について 

 ICT を活用したまちづくりにつきましては、大容量化

する情報化社会に対応するため、市内全域での光ブロー

ドバンドサービスの提供に向け、整備手法について検討

を進めてまいります。 

ロボット技術を活用したまちづくりにつきましては、

農業振興など産業分野への先端技術の導入についてプ

ロジェクトチームを立ち上げ実現の可能性を含めて研

究を行うとともに、福祉や介護等のサービス分野におい

ては、国・県の補助事業を活用し介護ロボットの普及に

取り組んでまいります。 

 

○『環境にやさしいまちづくり』の分野について 

再生可能エネルギーの活用につきましては、市が大学、

民間企業と連携して再生可能エネルギーの開発に取り

組み、これまで未利用温泉水を利用した小浜バイナリー

発電所の開設などの事業化を進めております。また現在、
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島原半島3市が連携し木質バイオマスや家畜排せつ物、

生ごみ等を利用したバイオマス等、半島内の再生可能資

源を活用したエネルギーの地産地消によるまちづくり

を目指す島原半島エコプロジェクトにより、電熱利用の

効率化に向けての調査を進めているところでございま

す。この調査結果を基に、雲仙市の新たな顔となる「再

生可能エネルギーのまちづくり」が広く市民に理解され

るよう、モデル的に一部の公共施設へ木質を利用したボ

イラーを設置するため、設計等に着手してまいります。 

ごみの減量化につきましては、ごみの出し方、分け方

について自治会回覧や出前講座等により減量化に取り

組むとともに、リサイクル推進のため市内の公共施設に

設置している小型電子機器回収ボックスやストックハ

ウスにより回収に取り組んでまいります。また、ストッ

クハウスの利用につきましては、午前8時30分に開設時

間を繰上げ、市民の利便性の向上とリサイクルの推進を

図ってまいります。 

なお、市民、事業者、行政が一体となって、ごみの更
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なる減量・資源化、適正処理・処分を推進する一般廃棄

物処理基本計画が平成29年度で計画期間を終了するこ

とから、現状を踏まえた次期一般廃棄物処理基本計画の

策定に取り組んでまいります。 

また、し尿処理体制につきましては、南高北部環境衛

生組合が解散することから、市内に2箇所あるし尿処理

施設を1箇所で効率よく処理するため、し尿の一元処理

体制の確立に向け小浜クリーンセンターの中継基地化

等に取り組んでまいります。 

また、小浜町金浜地区における一般廃棄物最終処分場

跡地につきましては、市民の利用環境を整えるため、ト

イレ及び駐車場の整備に取り組んでまいります。 

 

基本方針 4 人財と郷土 

○『学校教育』の分野について 

学校教育につきましては、児童生徒の学力定着のため

に、市独自の学力調査を引き続き実施することにより学
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習内容の定着状況を把握し、一人一人の課題や改善点の

より細やかな指導につなげてまいります。 

学校給食センターにつきましては、平成 29 年 9 月に

老朽化した吾妻愛野学校給食センターを廃止し、その運

営を国見学校給食センターと南部学校給食センターへ

移行することにより児童生徒へ安心・安全な学校給食が

提供できるよう適正な運営に努めてまいります。 

安全安心な教育環境の整備につきましては、特別支援

学級の設置やスクールサポーター、訪問指導員の配置を

通して、特別な教育的支援を必要とする児童生徒や学校

生活への不適応状況にある児童生徒の支援の充実を図

ってまいります。また、小中学校の校舎外壁等、非構造

体の耐震化による防災機能の強化や屋上防水の改修な

ど、施設の長寿命化を図ってまいります。併せて、平成

26 年度から取り組んでおります小中学校パソコン等整

備計画につきましては、整備完了を 1 年前倒しし、平成

29 年度中に全ての学校のパソコン室に設置する児童生

徒用パソコン等の更新や電子黒板機能付きプロジェク



 38

ターなどの導入を完了させ、よりよい教育環境の整備を

図ってまいります。 

また、少子化に伴う適切な教育環境の在り方につきま

しては、保護者、地域住民、教職員の考えを細やかに把

握するとともに、児童数等の推移に注視しながら検討し

てまいります。 

 

○『生涯学習』の分野について 

生涯学習につきましては、「市民一人一人がいくつに

なっても自己実現や生きがいづくりに取り組むための、

多様な生涯学習プログラムの提供」の充実を図るため、

講座、講演会、研修等、各種生涯学習事業を展開し、自

主活動の推進を図ってまいります。また、図書ボランテ

ィアと連携して、多くの市民がより多くの本と出合うた

めの読書環境の充実に取り組むとともに、いじめや詐欺

などインターネットをはじめとした、メディアに関わる

犯罪から子どもたちを守るための取り組みを進め、保護

者や子どもに対し細やかなメディア安全教育を推進し
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てまいります。 

 

○『生涯スポーツ』の分野について 

スポーツ大会・教室の充実と参加促進につきましては、

これまで市民の親睦融和を目的に隔年で開催しており

ました市民運動会を、今後は市制施行 5周年毎の節目の

記念事業として開催することとし、また「生涯スポーツ

の日常化」を目指すため、「市民ラジオ体操会」や「市

民ウォーキング大会」、各種スポーツ教室のほか、新た

に軽スポーツ普及推進のための出前講座に取り組んで

まいります。 

スポーツ環境の充実と利用促進につきましては、市民

の皆様の多様なスポーツニーズに応えられるよう、社会

体育施設の適切な管理運営に努めてまいります。 

なお、小浜体育館につきましては、耐震診断の結果を

踏まえ、施設のあり方について検討してまいります。 

 

○『歴史・文化・芸術』の分野について 
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文化財の保存・活用につきましては、郷土の歴史に触

れる機会として、郷土史会と連携した歴史講演会の開催

や、埋蔵文化財発掘調査で出土した遺物の展示公開を行

ってまいります。また、伝統的建造物群保存地区につき

ましては、鍋島邸収蔵資料の整理作業を行うとともに、

新たに適切な状態で資料を保管できる収蔵庫の整備を

行い、さらなる公開活用に努めてまいります。 

芸術・文化環境の創造につきましては、市民の芸術・

文化に対する関心を高めるため、雲仙市文化会館自主文

化事業振興会と連携したホール事業の展開や、アーティ

ストによる訪問型コンサートを開催してまいります。 

 

基本方針 5 協働と戦略 

○『協働のまちづくり』の分野について 

自治会活動の支援につきましては、市民主体の協働の

まちづくりを推進するため、自治会が自主的かつ活発に

活動ができるよう、引き続き自治会活動活性化交付金や

自治集会所等整備事業補助金などによる支援により地
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域コミュニティの醸成に努めるとともに、自治会長連合

会と連携を図りながら、自治会への加入促進や各自治会

組織間の情報の共有等に努めてまいります。 

まちづくり団体の育成につきましては、各種市民活動

団体・ボランティア団体などが活動しやすい環境づくり

を進めるとともに、引き続き地域づくり補助金等による

活動支援に努めてまいります。 

男女共同参画の推進につきましては、それぞれの個性

と能力を十分に発揮することができるよう「男女共同参

画社会」の実現を目指し、引き続き啓発活動や関連事業

に取り組むとともに、平成 30 年度を始期とする「第 3

次雲仙市男女共同参画計画」の策定に取り組んでまいり

ます。 

 

○『行政運営』の分野について 

行政への市民参画の機会の充実につきましては、雲仙

市のさらなる一体感の醸成、子どもたちの郷土愛を育む

ため、現在、市民の皆様から愛され歌い継がれる雲仙市
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の歌の作成に取り組んでおりますが、4 月には歌詞の選

定とともに曲の募集を行い、8 月を目途に完成できるよ

う進めてまいります。 

庁舎整備につきましては、市民サービスのさらなる向

上を図るため、順次、整備を進めておりますが、まずは

国見総合支所の5月完成をめざし整備に取り組むととも

に、愛野コミュニティセンター（仮称）につきましては、

平成 30 年度中の完成に向け、現在、設計作業に取り組

んでおり、平成 29 年度中に愛野町公民館を解体し、建

設工事に着手してまいります。併せて、市役所及び千々

石庁舎の駐車場並びに南串山図書室の整備等につきま

しても取り組んでまいります。 

情報管理につきましては、7 月からマイナンバー制度

に伴う情報連携が開始されることから、国の示す情報セ

キュリティー強化対策に沿って、行政事務におけるイン

ターネット接続の監視を行うなど、これまで以上にセキ

ュリティーを高め情報管理に取り組んでまいります。 

入札制度につきましては、建設コンサルタント等業務



 43

の最低制限価格制度を導入し、ダンピング受注の防止に

よる業務品質の向上を図り、引き続き競争性・公平性及

び透明性の確保に取り組んでまいります。 

人材育成につきましては、職員の資質向上による市民

サービスの質的向上を図ることを目的とした「平成 29

年度雲仙市職員研修計画」に基づき職員研修を実施する

とともに、新たに新規採用職員を対象とする自衛隊隊内

生活体験や採用後 10 年未満の職員を対象とした民間企

業派遣研修に取り組んでまいります。 

 

○『財政運営』の分野について 

ふるさと応援推進事業につきましては、魅力ある特産

品と雲仙市をさらに広く PRできるよう、新たにふるさ

と納税サイトへ登録し受付窓口を増やすことにより、全

国から雲仙市を応援してくださる方を増やし、特色ある

ふるさとづくりに有効活用してまいります。 

市税等の収納率向上による自主財源の確保につきま

しては、法に基づいた滞納整理を中心とした徴収体制の
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確立を図ってまいります。また、ファイナンシャルプラ

ンナーとの連携により、滞納者へ生活改善の提案を行い、

納税につなげてまいります。 

雲仙市が所有する公共施設につきましては、施設の適

正配置と将来的な財政負担の軽減・平準化を図るため、

雲仙市公共施設等総合管理計画に基づき個別計画の策

定に取り組んでまいります。 

 

以上が、平成29年度の主要な取り組みでございますが、

国及び全国の市町村、そして民間団体等において地方創

生をはじめとする様々な取り組みが急速に展開されて

おり、社会情勢の変化に柔軟かつ弾力的に対応していく

ことが求められております。 

今後におきましても、国・県の動向を注視するととも

に、財政基盤の確立を図り、雲仙市の将来像である「“つ

ながり”で創る 賑わいと豊かさを実感できるまち」の

実現に向け、各種施策を実施するとともに、課題の一つ

ひとつを着実に解決しながら、職員とともに市政運営に
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全力を傾注してまいりますので、議員各位並びに市民の

皆様に、市政へのご支援とご協力を心からお願い申し上

げまして、平成29年度の施政方針といたします。 


